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指定水域の水質汚濁メカニズムについて 

 

1． 水質汚濁に影響を与える要因 

閉鎖性海域においては、外海と海水が交換しにくいため、汚濁物質が海域内部に蓄積しやすい。ま

た、夏季には、海面の水温上昇と河川からの淡水の流入により成層構造が発達し、海水が鉛直方向に

混合しにくくなるため、底層のＤＯが低下しやすくなる特徴を有している。このため、閉鎖性海域に

おいては、ＣＯＤ、窒素及びりんの濃度が外海と比較して高く、赤潮や貧酸素水塊といった海域環境

保全上の問題が発生している。 

閉鎖性海域における水質汚濁に影響する主な要因には、陸域（河川、工場・事業場・下水処理場等）

からの有機汚濁物質及び栄養塩類の流入、河川からの淡水の流入、有機物の内部生産、沈降、堆積及

び分解、底質からの栄養塩類の溶出、外海との海水交換、潮流による海水の移動・攪拌等がある。そ

の他、水温、日射量等の気象条件、生物による食物連鎖、漁業による海域からの取り上げ、嫌気的条

件下での脱窒等が複雑に影響している（図 1）。 

 

図 1 閉鎖性海域における水質汚濁に影響を与える要因  
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2． 負荷削減と水質改善の関係 

水域面積あたりのＣＯＤ負荷量とＣＯＤ濃度の関係を見ると、水域面積あたりのＣＯＤ負荷量が

多い海域ほど、ＣＯＤ濃度も高くなっている。また、東京湾においては、ＣＯＤ負荷量が多かった昭

和 54～58 年から平成元～５年にかけて、大阪湾においては、ＣＯＤ負荷量が多かった昭和 54～58

年から平成６～10 年にかけて、ＣＯＤ濃度の低下がみられる。しかし、近年の濃度が低い状況にお

いて異なる傾向が見られている。ＣＯＤ負荷量は減少しているものの、ＣＯＤ濃度は減少せず、横ば

いあるいは増加する場合がある（図 2）。 

水域面積あたりの窒素負荷量と窒素濃度の関係を見ると、水域面積あたりの窒素負荷量が多い海

域ほど、窒素濃度も高くなっている。また、窒素負荷量の削減に伴い、窒素濃度の低下傾向が見られ

る（図 3）。 

水域面積あたりのりん負荷量とりん濃度の関係を見ると、水域面積あたりのりん負荷量が多い海

域ほど、りん濃度も高くなっている。また、りん負荷量の削減に伴い、りん濃度の低下傾向が見られ

る（図 4）。 
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注）ＣＯＤ負荷量については第１次～第８次総量削減開始年度の値を、水質については各総量削減期間

中の平均水質を用いた。 

 

図 2 水域面積当たりのＣＯＤ負荷量とＣＯＤ濃度の推移 

 

 

 
注）窒素負荷量については第１次～第８次総量削減開始年度の値を、水質については各総量削減期間中

の平均水質を用いた。 

 

図 3 水域面積当たりの窒素負荷量と窒素濃度の推移 
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注）りん負荷量については第１次～第８次総量削減開始年度の値を、水質については各総量削減期間中

の平均水質を用いた。 

 

図 4 水域面積当たりのりん負荷量とりん濃度の推移 
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3． 内部生産の状況 

3-1. 内部生産量の変化 

東京湾、伊勢湾、大阪湾及び瀬戸内海（大阪湾を除く）における 1981 年～2018 年の広域総合水

質調査結果を用いて内部生産の変化を算定した。 

内部生産の算定は、ΔCOD 法を適用して、年度毎・類型毎に内部生産及びその寄与率を推定した。

ΔCOD 法による内部生産及びその寄与率の算定式は以下のとおりである。 

 

 

ΔCOD 法 

内部生産（𝛥𝐶𝑂𝐷法）＝𝐶𝑂𝐷の年平均値− 𝐶𝑂𝐷の年最低値 

内部生産寄与率（𝛥𝐶𝑂𝐷法）＝
𝐶𝑂𝐷の年平均値− 𝐶𝑂𝐷の年最低値

𝐶𝑂𝐷の年平均値
 

 

東京湾、伊勢湾、大阪湾及び瀬戸内海（大阪湾を除く）のΔCOD 法による内部生産及びその寄与

率の経年変化を図 5～図 8 に示す。 

 

＜東京湾＞ 

東京湾における整理結果の概要として、ΔCOD 法で算定した内部生産及びその寄与率は、いずれ

の類型も 1980 年代は減少傾向、1990 年代は増加傾向を示し、その後は、類型、年度により異なる

傾向を示した。 

 

＜伊勢湾＞ 

伊勢湾における整理結果の概要として、ΔCOD 法で算定した内部生産及びその寄与率は、いずれ

の類型も 1980 年代は減少傾向、それ以外は概ね増加傾向にあった。 

 

＜大阪湾＞ 

大阪湾における整理結果の概要として、ΔCOD 法で算定した内部生産及びその寄与率は、いずれ

の類型、いずれの年代ともに減少傾向にあった。 

 

＜瀬戸内海(大阪湾を除く)＞ 

瀬戸内海(大阪湾を除く)における整理結果の概要として、ΔCOD 法で算定した内部生産及びその

寄与率のうち、特に B 類型、C 類型では 1980 年代～1990 年代は減少傾向、2000 年代は類型により

傾向が異なり、2010 年代は増加傾向にあった。A 類型ではいずれの年度も増減の傾向は小さかった。 
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＜東京湾のＣＯＤ年平均値の推移＞ 

 

 

＜内部生産ＣＯＤの推移＞ 

 

 

＜内部生産寄与率の推移＞ 

 

図 5 ＣＯＤ年平均値と内部生産の経年変化（東京湾、表層）  
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＜伊勢湾のＣＯＤ年平均値の推移＞ 

 

 

＜内部生産ＣＯＤの推移＞ 

 

 

＜内部生産寄与率の推移＞ 

 

図 6 ＣＯＤ年平均値と内部生産の経年変化（伊勢湾、表層）  
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＜大阪湾のＣＯＤ年平均値の推移＞ 

 

 

＜内部生産ＣＯＤの推移＞ 

 

 

＜内部生産寄与率の推移＞ 

 

図 7 ＣＯＤ年平均値と内部生産の経年変化（大阪湾、表層）  
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＜瀬戸内海(大阪湾を除く)のＣＯＤ年平均値の推移＞ 

 

 

＜内部生産ＣＯＤの推移＞ 

 

 

＜内部生産寄与率の推移＞ 

 

図 8 ＣＯＤ年平均値と内部生産の経年変化（瀬戸内海（大阪湾を除く）、表層）  
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3-2. クロロフィル aの濃度年平均値の推移 

指定水域におけるクロロフィル a の濃度年平均値の推移を図 9 に示す。 

東京湾や伊勢湾、瀬戸内海（大阪湾を除く）においては横ばい傾向であるが、大阪湾では減少傾向

を示している。 

 

 
出典）「広域総合水質調査結果」（環境省） 

 

図 9(1) クロロフィル aの濃度年平均値の推移 
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出典）「広域総合水質調査結果」（環境省） 

 

図 9(2) クロロフィル aの濃度年平均値の推移（A類型の地点のみ） 

 

 

 
注）大阪湾では、B 類型に指定されている水域に広域総合水質調査の調査地点がない。 

出典）「広域総合水質調査結果」（環境省） 

 

図 9(3) クロロフィル aの濃度年平均値の推移（B類型の地点のみ）  
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出典）「広域総合水質調査結果」（環境省） 

 

図 9(4) クロロフィル aの濃度年平均値の推移（C類型の地点のみ） 
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4． 外海水の状況 

4-1. 外海水水質の長期的な変化（ＣＯＤ・Ｔ－Ｎ・Ｔ－Ｐの状況） 

太平洋沿岸 19 地点（図 10）のＣＯＤ濃度（年平均値）は、いずれもやや上昇傾向を示しており、

昭和 56 年～平成 8 年度までは 1.0mg/L 前後で推移していたが、平成 11 年度以降は 1.2mg/L 前後で

推移している（図 11）。 

一方で、同地点におけるＴ－Ｎ濃度及びＴ－Ｐ濃度（年平均値）はいずれも横ばいあるいは減少傾

向を示している（図 12）。 

 

 

図 10 太平洋沿岸 19地点の位置 
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注）太平洋沿岸 19 地点とは、黒潮の流路に近接する太平洋沿岸県の環境基準点のうち、閉鎖性海域、港湾及び漁

港等の陸域の影響を受けやすいと考えられる環境基準点を除外した 19 地点の平均値。 

出典）「公共用水域水質測定結果」（環境省） 

 

図 11 太平洋沿岸 19地点における平均ＣＯＤ濃度の推移 

 

 

 

注）太平洋沿岸 19 地点とは、図 11 でＣＯＤ濃度の推移を把握するために選定した地点と同じ地点を示す。 

Ｔ－Ｎ及びＴ－Ｐが測定されていない地点も含まれているため、観測した結果のみでＴ－Ｎ及びＴ－Ｐの推

移を示す。 

出典）「公共用水域水質測定結果」（環境省） 

 

図 12 太平洋沿岸 19地点における平均Ｔ－Ｎ濃度及び平均Ｔ－Ｐ濃度の推移 
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4-2. 外海水との海水交換 

外海水の影響について、藤原1はエスチュアリー循環流2による東京内湾上層水の交換時間3,4を算出

しており、13 日（夏）～14 日（冬）であった。同様に、大阪湾東部上層水の交換時間は 8.1 日5、瀬

戸内海は 195 日（6.4 ヵ月）6とされている。 

一般に外海水に比べて河川水の全窒素・全りん濃度は高く、湾奥には下水処理場等からの窒素・り

んの直接排水（淡水として）もある。このため、湾内上層は、湾奥部の低塩分・高栄養の海水が、湾

外へとエスチュアリー循環流で運ばれていきながら、下層から上昇してくる高塩分・低栄養の外海水

で希釈される構造とされている。 

このような外海水の湾内侵入は、湾奥部の密度成層を発達させるため青潮が発生しやすい状況を

作り出すとし、それは外海の高塩分水塊が底層に進入してくることでそれまで湾中央部の底層に形

成されていた貧酸素水塊が持ち上げられ、高塩分水塊と密度躍層の間に押し上げられる現象による

ものとされている7。 

瀬戸内海については、流入する栄養塩類は、瀬戸内海が 2 箇所で接続する太平洋からの負荷が大

きく、底泥からの負荷も考慮する必要があるとされており、外洋起源の栄養塩の見積もりとしては、

石井ら8によると栄養塩がおよそ 6～9 割を占める計算となっている。一方、武岡9は推計の課題を指

摘しており、それらを踏まえて 6 割足らずであるとしている。 

なお、速水10らによると、外海における窒素・りんの濃度をバックグラウンド濃度として各湾の TN、

TP 濃度で除した割合を外海起源の窒素・りんの寄与率とした場合、瀬戸内海全体の寄与率は TN で

64％、TP で 62％となっており、その内訳としては図 13 に示すように瀬戸内海の東部では比較的寄

与率が低く、特に大阪湾では 25％程度と最も低い寄与率であると推定されている。 

 

                                                   
1 内湾の貧栄養化－窒素・リン負荷量削減が海域のＣＯＤ、栄養塩レベルに及ぼす影響－：（藤原建紀、沿岸海岸研究,第 52 巻第

1 号,2014 年) 
2 エスチュアリー循環流とは、沖合から塩分濃度の濃い海水が低層に入り込むことにより、塩分濃度の低い水が沖合に流れて、循

環が起こる現象。 
3 内湾上層水の交換時間は、水深 5m 以浅の体積 V を上層から湾外への流出流量 Qで除して求めたもの。 
4 高尾敏幸・岡田知也・中山恵介・古川恵太（2004）：2002 年東京湾広域環境調査に基づく東京湾の滞留時間の季節変動．国土

技術政策総合研究所資料 No．169，78pp． 
5 藤原建紀・澤田好史・中辻啓二・倉本茂樹（1994）：大阪湾東部上層水の交換時間と流動特性－内湾奥部にみられる高気圧性渦

－．沿岸海洋研究ノート，31，227－238． 
6 藤原建紀（1983）：瀬戸内海と外洋水の海水交換．海と空，59，7－17． 
7 東京湾における底層水塊の流動と千葉浚渫窪地に与える影響（2008）：田中 陽二, 有路 隆一, 諸星 一信, 鈴木 信昭, 松坂 

省一, 鈴木 高二朗 海岸工学論文集 55 巻(2008) p. 1031-1035 
8 瀬戸内海各湾・灘における全リン・全窒素の起源と濃度変動機構：石井、柳、海の研究,第 13 巻第 4 号,2004 年 
9 沿岸域における外洋起源栄養塩物質量の見積もり法とその問題点：武岡英隆、沿岸海岸研究,第 43 巻第 2 号,2006 年 
10 瀬戸内海における窒素・リンの存在量とその長期変動：速水、海と空,第 80 巻,2004 年 
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出典）「瀬戸内海における窒素・リンの存在量とその長期変動」（速水、海と空,第 80 巻,2004 年) 

 

図 13 瀬戸内海における外海起源の窒素・りんの寄与率  
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5． 底泥からの溶出 

東京湾、伊勢湾、瀬戸内海における既存資料による底泥からの溶出量はそれぞれ表 1、表 2、表 3

に示すとおりである。 

測定方法、条件、時期等が異なることから、これらの結果を一概に比較できないものの、窒素、り

んともに総じて東京湾で溶出速度は大きく、伊勢湾、瀬戸内海で小さい傾向にあった。 

これらの事例以降に測定された事例では、横浜港で T-N の溶出速度が嫌気状態で-0.535～52.9 

mg/m2/日、T-P が 6.65～21.9 mg/m2/日11であった。また、東部瀬戸内海における DIN の溶出速度の

年平均値は-2～27mg/m2/日、DIP は-0.3～1.6mg/m2/日の範囲にあり12、いずれも過去の事例と大き

な差はなかった。なお、NP の溶出速度は、同じ実験方法であっても条件の違いによってその結果が

大きく異なり、溶出速度の増減の評価ができない13ともされている。 

また、NO3-N 濃度が高濃度の地点・時期には底泥からのりんの溶出速度は小さくなっていること

が確認されおり、NO3-N が一定程度以上(概ね 0.2mg/L 以上)の濃度で直上水中に存在する場合、水

中の PO4-P 濃度は上昇しない、すなわち底泥からの PO4-P 溶出が抑制されていることが確認された

14。 

なお、既存文献よると、瀬戸内海の窒素・りん起源の見積もりから、底質起源と河川起源15との割

合は、T-N で 2.1：1、T-P で 3.7：1 となり、また、別途測定された溶出速度からは、播磨灘では底

質起源と陸起源との割合は T-N で 2.5：1、T-P で 2.1：1 であり、いずれも堆積物からの栄養塩溶出

量が河川起源のものより大きいことが示されている。このことは、2007 年以降の瀬戸内海全域の T-

N、T-P 濃度の急激な減少傾向を示している主な原因は、河川からの T-N、T-P 負荷量の減少に加え

て底質からの T-N、T-P 溶出量が減少しているためではないか、とされている 13。 

さらに、香川県東部の志度湾の地点では、堆積物間隙水中の NH4-N、PO4-P 濃度は、2011 年～

2012 年の結果と比較して、1999 年～2000 年より平均で 80～90％減少、兵庫県姫路沖の調査地点で

も PO4-P 濃度は 1982 年より 75～85％減少していたとされており、堆積物間隙水中の栄養塩濃度は

減少しており、瀬戸内海の底泥からの栄養塩溶出も過去と比較して著しく減少しているとされてい

る16。 

 

  

                                                   
11 信澤雄一郎ら,横浜港の底泥からの栄養塩の溶出と覆砂の効果に関する現地調査と室内実験.海洋開発論文集,第 21 巻, 

2005,737-742. 
12 樽谷賢治ら,東部瀬戸内海における底泥からの栄養塩の溶出フラックス.日本海洋学会大会講演要旨集, Vol.2014 秋季. 

2014,p.214. 
13 多田邦尚,海底からの栄養塩溶出量. 海洋と生物, Vol.37, No.3,2015,p.217-221. 
14 石井裕一ら,浅海域底泥からのリン溶出と DO消費に関する実験的検討. 日本水環境学会シンポジウム講演集, Vol.22nd, 

2019,p.32. 
15 「底質起源」、「河川起源」は引用元での記述をそのまま用いたものである。 
16 多田邦尚ら,近年の瀬戸内海における底泥からの栄養塩溶出の評価.日本海洋学会大会講演要旨集,Vol.2012 秋季, 

2012,p.71. 
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一方、海域における巻き上げによる溶出に関する記述は少なく、東京湾盤洲干潟において、上げ潮

時の汀線付近での巻き上げ、一時的な底泥からの溶出フラックスの増加が干潟域の水質分布に影響

を及ぼしている可能性があること17、大阪北港処分地南地区の浚渫土砂処分場において、冬季の T-N

と NH4-N の増加の要因として、これは浮泥層までの水深が 2.4m 以浅の時の浮泥の撹乱、巻き上げ

による溶出等18が挙げられている。 

 

表 1 東京湾におけるＣＯＤ・窒素・りんの溶出速度の測定事例 

（単位：mg/m2/日） 

 
出典)「東京湾流域別下水道総合計画基本方針 パブリックコメント意見に対する回答について 第 2 回懇談会資

料」 

 

  

                                                   
17 野村宗弘ら,盤洲干潟における潮汐に伴う水質変動に関する現地観測. 水環境学会誌, Vol.25,No.4,2002,p.217-225. 
18 森 鐘一ら,浚渫土砂海面埋立処分場における水質変動特性と植物プランクトンの N:P比,環境技術, 33 巻,10 号, 2004, p.779-

787. 
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表 2 伊勢湾における窒素・りんの溶出速度の測定事例 

 

出典）①：半田敏彦ら,底層水、底泥における有機物の分解と栄養塩の再生,文部省特別研究・環境科学,三河湾とその

集水域の環境動態,1978,pp.91-122. 

②：神山孝吉ら,水域底泥中のアンモニア態窒素の分布と水中への溶出,用水と廃水,21 巻,3 号,1978,ｐ.285-291. 

③：林孝一郎,内湾底泥をめぐる物質収支の動態解明に関する研究,1980. 

④：愛知県環境部,三河湾栄養塩類溶出実態調査結果,1991, pp.23-34. 

⑤：愛知県水産試験場,底質の種類別による無機化速度-Ⅱ「内湾底泥をめぐる物質収支の動態解明に関する研

究」,昭和 56 年度研究成績報告書,1982,pp.42-46. 

⑥：運輸省第五港湾建設局三河港工事事務所,昭和 61 年度 三河湾物質循環機構調査 報告書,1987, p.38. 

⑦：堀江 毅ら,三河湾での覆砂による底質浄化の環境に及ぼす効果の現地実験,土木学会論文

集 ,No.533,1996,pp.225-235. 

⑧：有田正光,水圏の環境,東京電機大学出版,1998,pp.307-308. 

⑨：環境省,中央環境審議会水環境部会 総量規制専門委員会（第 2 回）資料 3-2 底泥からの窒素・燐の溶出に

ついて,2004,p.6. 

 

  

調査地点 時期 項目 溶出速度(mg/m2/日) 項目 溶出速度(mg/m2/日) 出典

三河湾
（渥美湾） DIN 2.4 DIP 0.3 ①

夏 4.6

冬 1.4

夏 4.2

冬 2.6

好気 36.4

嫌気 102.2

NH4-N 13.6

NO2-N 8.0

NO3-N 0.3

T-N 32.9 T-P 3.1

NH4-N 14.8 PO4-P 3.1

PO4-P 7.5～17.1 ⑦

20.3 5.0 ⑧

8月 64.0 15.2

3月 11.6 1.0

7月 36.2 10.1

1月 2.5 - 0.3

DTN

窒素

DIN

(NH4-N)

⑤

②

③

④

⑥

三河湾

伊勢湾

窒素 燐
⑨
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表 3(1) 瀬戸内海における窒素・りんの溶出速度の測定事例 

 

出典）瀬戸内海底泥からのリン・窒素の溶出（山本民次, 2008. 瀬戸内海の海底環境（柳 哲雄編著）） 
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表 3(2) 瀬戸内海における窒素の溶出速度の測定事例 

 

出典）瀬戸内海底泥からのリン・窒素の溶出（山本民次, 2008. 瀬戸内海の海底環境（柳 哲雄編著）） 

 

  



 

22 

 

表 3(3) 瀬戸内海における窒素・りんの溶出速度の測定事例 

 

出典）瀬戸内海底泥からのリン・窒素の溶出（山本民次, 2008. 瀬戸内海の海底環境（柳 哲雄編著）） 
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6． 気候変動による水質影響 

既往資料19によれば、気候変動により河川・湖沼・海域の水質への影響として図 14 のような事象

が想定され、表 4 に示すような水質・生物等への影響が生じている／生じる可能性があるとされて

いる。今後の水質総量削減制度の検討に当たっては、気候変動による影響も視野に入れた検討を行う

必要もある。 

 

出典）「気候変動による水質等への影響解明調査報告」(環境省 水・大気環境局 水環境課,2013年 3月) 

 

図 14 気候変動が海域に与える影響要因と相互の関連性 

 

表 4(1) 気候変動が公共用水域の水質に及ぼす影響 

既に生じている影響 将来予測される影響 

・海域の水温上昇 

・渇水による赤潮被害の拡大 

 

・大雨や渇水による河川水質の悪化 

・融雪期の河川流量の減少 

・貧酸素水塊の割合増大 

・水温躍層の形成 

・短期集中型の豪雨の発生頻度の増加と強度の

増大による水質悪化 

・海面上昇に伴う地下水塩水化 

・水利用への影響 

出典）「気候変動による水質等への影響解明調査報告」(環境省 水・大気環境局 水環境課,2013年 3月)  

  

                                                   
19 「気候変動による水質等への影響解明調査報告」(環境省 水・大気環境局 水環境課,2013 年 3 月) 
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表 4(2) 気候変動が水生生態系に及ぼす影響 

既に生じている影響 将来予測される影響 

・水温上昇に伴う植物プランクトン群集の変化 

・沿岸における南方種の増加・北方種の減少 

・サンゴ礁の白化・死滅 

・水温上昇による養殖カキへの影響 

・オホーツク海等の水温上昇・溶存酸素濃度低

下による生物生産性への影響 

・結氷日数の減少および結氷面積の低下による

生態系への影響 

・オホーツク海の海氷減少に伴う食物連

鎖の変化、回遊性生物の回遊ルートの変

化 

・海洋の酸性化によるプランクトン、石灰

化生物への影響拡大 

・サンゴの白化や病気の拡大 

・砂浜環境の減少 

出典）「気候変動による水質等への影響解明調査報告」(環境省 水・大気環境局 水環境課,2013年 3月) 

  

 

 


